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松山　雄三
Ⅰ．はじめに
第59回東北・北海道地区大学一般教育研究会が2009年９月３・４日に
岩手大学・工学部校舎を会場に開催された。当番校は岩手大学である。参
加55校、参加者130余名であった。全体テーマは、「学士課程教育の構築
と一般教育：何のための学士力か」であり、2008年 12月に中央教育審議
会・大学分科会(以下「中教審」と略す)が明らかにした答申「学士課程教
育の構築に向けて」を受けてのものである。当該研究会の目的は、前述の
中教審答申の主たるテーマである「学士力」の育成が意味するところを、
学士課程教育が目標にしてきた「21世紀型市民の育成」にからめて議論を
深め、高等教育が進むべき方向性を明確にすることにおかれていた。特に、
1991年３月の大学設置基準大綱化以来、影が薄くなった「一般教育」とい
う言葉を研究会の全体テーマの文言に織り込んでいる意図が披瀝され、戦
後の学制改革によって生まれた新制大学教育の出発点に立ち返って、高等
教育の在るべき姿を今一度明らかにし、市民教育の振興に寄与しようとす
る意気込みが感じられた。つまり、一般教育という教育概念は、戦後、ア
メリカの教育指導に基づいて、「民主主義の担い手たる市民の育成」を新
制大学教育に託したことから発したものであり、現在、大学に「21世紀型
市民の育成」が求められていることは、大学教育の使命の一つの再確認が
なされていることを意味するとの旨であった。加えて、2008年 12月の中
教審答申で、OECD（経済協力開発機構）によって掲げられた高等教育に
おける学習成果に関する指標や、ユネスコの提唱による「持続発展教育」
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について、今後我が国の教育行政においても前向きに検討する必要性が文
言で盛り込まれたことによって、教育の分野においても、まさにグローバ
ル化の時代に突入していることが示唆された。グローバル化する知識基盤
社会を生きる市民力の育成が、大学教育に託されているのである。以下、
研究会の概要を記す。
Ⅱ．全体会Ⅰ（基調講演）
講師：平沢安政（大阪大学教授）。
演題：「キー・コンピテンシー」（OECD）が「学士力」に示唆するもの。
2008年 12月に発表された中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」
と2003年にOECDによって提言された「キー・コンピテンシー」の概念を
軸に、国際的視点から、我が国の教育が進み行く方向性を明らかにしよう
とする試みがなされた。前記の中教審答申「学士課程教育の構築に向けて」
は、2001年に同審議会が「今後の高等教育改革の推進方策について」諮問
を受けたことによるものである。同審議会は2005年１月に「我が国の高等
教育の将来像」を答申したが、「我が国の高等教育の将来像」では、21世
紀は知識基盤社会とグローバル化の時代と捉えられ、21世紀を「生きる力」
を持つ「21世紀型市民」の育成が求められた。その後、2008年9月に、同
審議会によって、「学士力」概念が明らかにされ、知識、技能、態度、創
造的思考力の４分野（13項目）に亘って、大学教育において育成されるべ
き能力が具体的に挙げられた。つまり、学士力の育成＝「21世紀型市民」
の「生きる力」の育成を意味する、と解釈された。
さらに、教育の分野においても、グローバル化の波が急速に進んでいる
ことについて、言及がなされた。2008年12月の中教審答申では、OECDに
よる学習成果の評価指針や、ユネスコの「持続可能教育」について検討に
入る必要性が示唆されているように、アメリカのみならず、ヨーロッパに
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おける教育行政にも熱い視線が向けられていることは、まさに教育の分野
でもグローバル化の波が押し寄せていることを意味する、と説かれた。
OECDは2003年に国際標準の学力概念の措定を目指して、21世紀を生き
る市民に必要な主要能力（キー・コンピテンシー）を、①ツールを相互作
用的に用いる力、②自律的に行動する力、③社会的に異質な集団で交流す
る力、と捉えた。この解釈は、中教審が謳っている「学士力」概念にも通
じるところがある。つまり、中教審は「学士力」として、「①知識・理解、
②汎用的技能、③態度・志向性、④統合的な学習経験と創造的思考力」を
挙げているが、これはグローバル化する知識基盤社会を生きる「21世紀型
市民」に求められる諸能力を意味する。自己実現を追求するとともに、グ
ローバルに考え、行動することを通じて、社会的役割を果たす人間の育成
が大学教育に求められている、と説明がなされた。特に、OECDの教育指
針において、固有性と普遍性のマッチング、就中、個人のニーズ（人生の
成功）が明言されていることに、我が国で往々にして取られがちな思考傾
向との大きな相違が見て取られた。確かに、我が国においては、万事に亘
って、個人のニーズを犠牲にして大儀に尽くすことが徳（正義）と見做さ
れるような傾向が窺える。しかし、講演者によって説かれたように、「個
人のニーズ（人生の成功）と社会的ニーズ（正常に機能する社会）のマッ
チング」のもとに招来される世界こそが追い求められてしかるべきといえ
よう。勿論、闇雲に個人のニーズが一方的に要求されるのではなく、個人
が自らの義務や限界を認識しなければならないことについても言及がなさ
れた。
さらに、我が国の人々に見られがちな自己否定的な感情について考察が
加えられたことは、特筆すべきことといえよう。自己否定、自己嫌悪の感
情がひいては自殺に通じる危険性を孕んでいることが指摘された。明確な
調査結果としては提示されなかったが、我が国の子供たちの3割がこの自
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己否定的な感情を抱いていることが（欧米では１割）、ひいては成年層の
高い自殺者数を招いている大きな原因として挙げられ、自尊感情の醸成が
強調された。
自尊感情を持って、「自己実現を追及するとともに、グローバルに考え、
行動することを通じて、社会的役割を有能に果たそうとする人間」の育成
が大学教育に求められている、と結論付けられた講演であった。
Ⅲ．分科会
分科会は、３つの分科会に分かれて、それぞれのテーマに基づいて話題
提供がなされた。各分科会のテーマは次の通りである。第１分科会「授業
の質を高める努力」、第２分科会「授業改善を目指す組織的取組」、第３分
科会「初年次教育における授業の工夫」。筆者は、第１分科会に参加した
ので、その報告を次に記す。
第１分科会：「授業の質を高める努力」　　　
第１分科会では、学生の学習意欲を高めるために、教員によって鋭意努力
が重ねられている授業実践について、次の５件の報告がなされた。
１．岡本吉弘（酪農学園大学）：畑から人の健康を学ぶ。
２．酒井俊典（山 形 大 学）：学生主体型授業の創造―授業改善から
授業開発のＦＤへ。
３．高橋栄幸（富 士 大 学）：授業評価等による授業改善の取り組み。
４．杉原真晃（山 形 大 学）：能動的生産者としての学生を育成する
―山形大学教養科目「なせば成る！
～大学生活事始め～」における３つの
ＰＢＬ―。
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５．細川和仁（秋 田 大 学）：教養基礎教育授業評価における形成的
評価。
１．岡本吉弘（酪農学園大学）：畑から人の健康を学ぶ。
酪農学園大学の建学の精神「健土建民」を体現する学習として企画され
た作物栽培の実践報告である。実習生は管理栄養士を目指す１年生である。
管理栄養士の資格を取得するためには、作物栽培を実践する必要はないが、
栽培を通じて、「私たちは作物のいのちをいただいて生かされていること
に気付く」ようになることが目指されている。この作物栽培の実践を通じ
て、学生たちが、唯物的に、自然界における食物連鎖を学習するのみなら
ず、唯心的に、自然界における自己の生命の重さを認識するとともに、万
物の生命に寄せる畏敬の念が醸成されることが望まれている。栽培実践は、
昨年までは（１）グループによる管理方式で実施されたが、必ずしも実習
生のチームワーク、コミュニケーション・スキル、責任感等の能力を充分
に高めるには至らなかったために、本年は（２）個人による管理方式で行
われた。その結果、（２）個人による管理方式の方が、栽培に寄せる関心
と責任感、かつ他者との競争心が惹起され、より効果的であったことが報
告された。
質疑応答で、グループ学習を実践している他大学の教員から、グループ
学習の場合、個人のモチベーションの高低によって実践結果が左右される
傾向にある、という指摘がなされた。確かに、実践（１）は、「学士課程」
で育成が求められている「汎用的技能」や「態度・姿勢」、つまり、コミ
ュニケーション・スキル、チームワーク、リーダーシップ、責任感等の諸
能力の育成を目指して行なわれたものであるが、グループ学習であればこ
そ、個々人のモチベーションを高めて、積極的な参加を促さなければなら
なかったのであった。個々人のモチベーションを高めることも、グループ
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学習が目的とするところであるが、個々人のモチベーションが低ければグ
ループ学習の成果を挙げることが困難であるということになり、集団と、
その構成員である個人の微妙な関わりが露呈した形となった。また、実践
（２）は、個人学習が有するメリットの一端を示すものとなった。個人的
な欲求の追求が成果をもたらした例といえよう。結果的に、グループ学習
に寄せる安易な推奨に対する警鐘となった作物栽培の試みであった。改め
て、グループ学習であればこそ、個々人のモチベーションの育成が重要で
あることを知らされた。
２．酒井俊典（山形大学）：学生主体型授業の創造―授業改善から授業開
発のＦＤへ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
山形大学では、教育効果を上げるために、山形大学の学生気質を知るこ
とから着手された。外部調査機関に依頼した調査の結果、山形大学の学生
は「堅実であるが社会人基礎力が不足している」と指摘された。（因みに、
経済産業省によれば、社会人基礎力とは、前に踏み出す力、考え抜く力、
チームで働く力を指す）。そこで、山形大学では、知識技能の実践的活用
において汎用性の高い学生を育成するために、学生主体型授業モデルの開
発と教員ＦＤが試みられた。
『未来学へのアプローチ（教養セミナー）』と題する教養科目が立ち上
げられ、「都市問題、格差問題、環境問題」について、３名の教員による
リレー方式で授業が行なわれた。学生は、前記の三つのテーマについて、
グループワーク、授業外学習、プレゼンテーションを繰り返すうちに、問
題を共有し、主体的な学習姿勢を体得するようになり、最終段階の合同発
表会では、内容の濃い発表と活発な討論が交わされるまでになったとの報
告がなされた。なお、受講生は理科系文科系の別なく全学部から参集した
が、様々な個性の同居がかえって相乗効果を生み、自己顕示の欲求と他者
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尊重の気持ちの調和的醸成がなされるようにもなった旨であった。なお、
本取組みは、「学生主体型授業開発共有化プロジェクト」として、2008年
度教育ＧＰ採択事業である。
３．高橋栄幸（富士大学）：授業評価等による授業改善の取り組み。
現今の大学授業は、多様な教育経歴、多様な資質を有する学生を対象に
行なわなければならないために、「質の高い教育を保証し、学士力や専門
性の定着、向上を図ること」が難しくなってきている。こうした教育事情
に対応するためになされた、富士大学における教育実践とＦＤ活動の報告
である。改善の試みとして、課題学習、習熟度別クラス編成、公開授業、
授業評価アンケート、授業におけるマルチメディアの活用、学生による授
業コメント等が挙げられた。様々な改善の試みの結果、「教員個々の創
意・工夫と学生の授業参加等の相乗効果が生まれ、授業の質の向上が図ら
れている」との報告であったが、参考となるような特色ある改善策が実証
的には示されなかったように思われる。
４．杉原真晃（山形大学）：能動的生産者としての学生を育成する―山形大
学教養科目「なせば成る！～大学生活事始め～」における３つのＰＢＬ―。
初年次の学生が学びの「能動的生産者」へ成長することを目指す授業改
善の試みである。改善策として、「教員からの教養教育授業の概説、情報
収集、ライティング方法の指導」「先輩学生との交流」「地域へフィールド
ワーク」「山形大学元気プロジェクト」「パワーポイントファイル作成」
「プレゼンテーション」「相互評価」「図書館主催のガイドツアーへの参加」
「山形大学博物館」「国際交流ラウンジでの留学生との交流」等の様々な学
習形態が挙げられた。どの学習形態も、旧来の知識伝達型講義とは異なり、
学生が教室内で、あるいは教室外で、実践を通じて知識と技能等を体得す
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る学習方式である。特徴的な試みとして「山形大学元気プロジェクト」が
ある。この試みでは、学生から学習プロジェクトの案が募られ、採択プロ
ジェクトには一定の運営費用と支援の教職員が配される。学生は「能動的
生産者として主体的に学ぶこと」「他者との交流・共同作業の重要性の発
見」「問題発見・問題解決」といった実践的能力を養ってゆく、との報告
がなされた。当該の試みにおいて注目すべき教育観は、大学を実社会の一
つと見做して、「大学という実社会」で経験的に知識と技能の育成を図る
という点にある。
５．細川和仁（秋田大学）：教養基礎教育授業評価における形成的評価。
秋田大学で実施されている形成的評価と総括的評価についての報告であ
る。秋田大学では、授業の最終週に行なってきた授業評価（総括的評価）
に加えて、授業期間の中間段階（第７・８週）でも授業評価（形成的評価）
を実施することにより、授業期間の後半における授業の質的向上に成果を
挙げていることが、学生による授業アンケートの結果に基づいて報告され
た。また、小中学校の「授業参観＋事後検討」方式の援用を模索している
旨の説明もなされた。形成的授業評価であれ、「授業参観＋事後検討」方
式であれ、授業改善に寄せる教員の意識高揚が鍵となるように思われる。
Ⅳ　全体会Ⅱ（事例報告）
講師：玉真之介（岩手大学副学長）、ポーラ・リンドローズ（フィンラン
ド・オーボアカデミー大学生涯教育センター所長）。
演題：大学間連携の時代とESD（EducationforSustainableDevelopment）
−北欧の取組みにも触れて−。
最初に、玉真之介・岩手大学副学長から、岩手大学が取り組んでいる大
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学間連携事業立案の背景について説明があった。2008年 12月の中教審答
申「学士課程教育の構築に向けて」において、高等教育機関の質の保証を
図るために「大学間の健全な競争環境」と「大学間の連携・協同」が謳わ
れたことを受けて、我が国の高等教育が、「個性化競争から大学間連携へ
重点が移ってきている」との状況分析がなされた。その例として、文部科
学省の「戦略的大学連携支援事業」が挙げられた。岩手大学では、我が国
における高等教育の教育行政に関わる方針の発展的移行を受けて、「持続
可能な開発のための教育（EducationforSustainableDevelopment:ESD）」を
教養教育の旗印に掲げ、「＜持続可能な共生社会＞づくりに主体的に参画
する人間」＝「21世紀型市民」の育成に努めている旨の説明がなされた。
横軸に「幅広い教養」、縦軸に「深い専門性」を持った21世紀型人間の育
成が目指されている、とのことであった。
次に大学間連携の実践例として、弘前大学、秋田大学、岩手大学の北東
北三大学が、大学間連携事業の先達であるバルチック・ユニバシティー・
プログラムを視察調査するために、2008年９月に北欧に赴いたことが告げ
られ、その際の視察報告が映像を交えながらなされた。なお、当該プログ
ラムはスウェーデンのウプサラ大学が中心となり、14カ国200大学の9000
人が参加しているとのことであった。視察報告の内容については、次のポ
ーラ・リンドローズ・オーボアカデミー大学生涯教育センター所長の講演
と重複する部分が多いので略す。
さて、ポーラ・リンドローズ氏によって、２件の地域的ネットワーク
「バルト大学プログラム」と「バルト海域持続可能な開発ネットワーク」
が紹介された。これらは、高等教育でESDを行なうための試みである。
「バルト大学プログラム」は1991年に開始され、バルト海の河川流域にあ
る14カ国全てから180以上の高等教育機関（大学を含む）が参加、スウェ
ーデンのウプサラ大学に統括事務局をおく。「バルト海域持続可能な開発
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ネットワーク」は2004年に発足し、バルト海域の全ての国から35の高等
教育機関が参加している。現在、これらの二つのネットワークの統合が模
索されているとのことであった。これらのネットワークには、経済、文化、
環境、医学、科学、工学、社会科学といった多種多様な学問分野から、多
数の専門家が参加している。異なる教育研究分野を組み合わせることによ
って、新たなる創生と発展が目指されている。
学生はそれぞれの国のそれぞれの大学に所属したままで、ネットワーク
を介して、これらのプログラムが企画する授業に参加できる。国や大学と
いう枠組みを越えた、一種の遠隔操作授業に基づく教育研究プロジェクト
と解される。一つの大学だけで教育と研究に必要な専門的知識や機材を全
てまかなうことには無理があるが、複数の大学の連携によって学的間隙を
補正する仕組みである。所属大学どころか所属国家を異にする学生たちが、
議論、グループ活動、事例研究、プレゼンテーションを通じて、学際的国
際協力的に教育と研究の質を深め広めてゆくのである。共通の使用言語は
英語であるが、異なる地域間や学問間にある文化風土の相違が障壁となる
場合もあることが指摘された。まさに、大学、地域、国家の枠を越えた
「持続可能な発展のための教育」の試みといえる。
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